
第１条 事業の目的

第2条 事業所の概要
1 事業所名　　　　　　 鳥取医療器株式会社　福祉事業部
2 所在地　　　　　　　 鳥取県鳥取市西品治８１５番地８
3 事業所番号　　　　　 3170100386
4 管理者名前　　　　　 玉木　淳二
5 連絡先　　　　　　　　　　 ＴＥＬ：0857-23-1741 ＦＡＸ：0827-27-7082
6 ホームページ　　　 https://t-iryoki.co.jp/
7 サービス提供地域　　 鳥取県中部・東部、兵庫県北西部（但馬地域）

鳥取市 倉吉市 　　岩美町 八頭町
智頭町 若桜町 　　琴浦町 湯梨浜町
北栄町 三朝町 　　新温泉町 香美町

第3条 運営の方針

第４条 職員の職種・員数・及び職種内容

1 管理者　　　 １名

2 専門相談員　　 4名

3 事務職員　　　 １名（選定相談員兼務）
事務職員は、必要な事務を行う。

第５条 福祉事業部の営業及び営業時間

1 営業日　　　 月曜日から土曜日までとする。

　　　　　　　　

2 営業時間　　 午前8：30から午後5：30までとする。
　　　　　　　　　　 （但し、土曜日は12：00までとする。）

第６条 サービス内容
1

2

2 搬入・搬出にあたっては、希望の日程の確認を行い、速やかに対応します。
4

5 利用者等からの要請時には、利用者宅へ速やかに訪問し、点検、修理、使用状況の確認、必要に
応じて指導等行います。

専門相談員は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を
営むことができるよう、あるいは介護者等の負担の軽減に資するよう、適切な福祉用具の選定を行
う。

福祉部の営業日及び営業時間は、次の通りとする。

（但し、8/13～8/15・12/30～1/3及び日曜・祝日を除く。土曜日はショー
ルーム対応のみ）

提供するサービス内容は、居宅サービス計画及び介護予防サービス計画に沿って作成した福祉用
具貸与計画、介護予防福祉用具貸与計画に基づき行います。

利用者の心身の状況、置かれている環境、ご希望等を踏まえ、適切に選定されるよう専門的知識に
基づき相談に応じます。

搬入時には、福祉用具の調整、安全性、衛生状態の確認を行い、使用説明や使用上の留意点、故
障時の対応等について説明します。

管理者は、福祉部の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。

　重要事項説明書　 　（予防介護）福祉用具貸与

鳥取医療器が開設する、福祉事業部（以下「福祉部」という）が行う指定福祉用具貸与事業（以下「事業」
という）の適切な運営を確保する為に、人員及び保管運営に関する事項を定め、福祉部の専門相談員
が、要介護状態または要支援状態にある高齢者に対し、適切な指定福祉用具貸与サービスを提供するこ
とを目的とする。

要支援者・要介護者の心身の特性を踏まえて、自立した日常生活を営むことができるよう、適切な福祉用
具の選定の援助・取り付け・調整等を行います。

福祉部に勤務する職員の職種・員数及び職務内容は、次の通りとする。

https://t-iryoki.co.jp/
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7

第７条 貸与種目

特殊寝台 特殊寝台付属品 床ずれ防止用具 体位変換器
認知症老人徘徊感知機器 手すり 歩行補助杖 歩行器

車椅子 車椅子付属品 スロープ 移動リフト
自動排泄処理装置

第８条 サービス提供責任者

サービス提供責任者　　　　樽谷　洋祐

第9条 入院・入所時において

第１０条

1

2

3 必要に応じて保険者、県等の指導助言を仰ぎます。

第１１条 衛生管理等
1 すべての従業者は定期的に健康診断を行い、健康管理、清潔の保持に努めます。

また、事業所の設備、備品等を清潔にし、衛生管理に留意します。
2 貸与する福祉用具の消毒行程は福祉用具を他の事業者に委託して洗浄、消毒、殺菌等行います。

第１２条 秘密の保持等
1

2

事故の状況及び採った処置について記録し、賠償すべき事故が発生した場合には損害賠償を速
やかに行います。

事業所は、利用者または第三者の生命・身体等に危険がある場合（大規模災害等の緊急時）など
正当な理由がない限り、その業務上知り得た利用者およびその後見人または家族の秘密を漏らし
ません。

事業所およびその従業員は、サービス担当者会議等において、利用者およびその後見人又は家
族に関する個人情報を用いる必要がある場合には、利用者およびその後見人または家族に使用目
的等を説明し、同意を得るものとします。

契約期間中に入院・入所された場合、介護保険からの給付が受けられないため、原則としてレンタル料金
は全額ご契約者の負担となります。この様な事態を避ける為、入院・入所時は必ずご連絡下さい。

事故発生時の対応方法

事業所の貸与福祉用具を使用中に事故が発生した場合等は、市町、家族、緊急連絡先、当該利用者に
係る居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所、管理者に連絡を行い、必要な措置を講じます。

事故報告書にて職員周知を行い、事故の原因を解明し、事故防止マニュアルの整備や研修会を開
催するなど事故防止に努めます。

一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制

①選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具貸与または特定福祉用具販売のいずれ
かを利用者が選択できることについて、利用者等に対し、メリットおよびデメリットを含め十分説明を
行うとともに、利用者の選択に当たって必要な情報を提供し、医師や専門職の意見、利用者の身体
状況等を踏まえ、提案を行います。

②選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員が、利用開始後６月以内に
少なくとも１回モニタリングを行い、貸与継続の必要性について検討を行います。

③選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、特定福祉用具販売計画の作成後、目標の達成状
況を確認させていただきます。また、利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状
況を確認し、必要な場合は、使用方法の指導、修理等（メンテナンス）を行います。
なおその際の費用については実費となります。

福祉用具貸与計画の実施状況の把握

指定福祉用具の貸与の提供にあたり、取り扱う種目は、厚生大臣が定める福祉用具貸与に関わる福祉用
具の種目に基づいた別添カタログ掲載種目とする。

サービスについてのご相談やご不満、故障などが発生した場合には、どんなことでもご連絡ください。

福祉用具貸与計画の作成後、当該福祉用具貸与計画の実施状況の把握（モニタリング）を行い、
結果を踏まえ、必要に応じて当該福祉用具貸与計画の変更を実施いたします。
なお、モニタリングの結果を記録した内容については、担当の指定居宅介護支援事業者に報告い
たします。



第１３条 相談・苦情窓口
1

福祉事業部への苦情及び相談の連絡先は、次の通りとする。
連 絡 先　　 鳥取医療器株式会社　福祉事業部
住　所　　 鳥取県鳥取市西品治８１５番地８
電話番号　 （０８５７）２３－１７４１ ｼｮｰﾙｰﾑ　（０８５７）２９－２９４３
ＦＡＸ （０８５７）２３－７０８２
担当　　 樽谷　洋祐

2 外部の苦情及び相談窓口
〇鳥取県国民健康保険団体連合会（介護保険室）
　　　 ＴＥＬ：0857-20-2100 ＦＡＸ：0857-29-6115
〇鳥取県社会福祉協議会（鳥取県福祉サービス運営適正委員会）
　　　　　　　　　　 ＴＥＬ：0857-59-6335　　　ＦＡＸ：0857-59-6340
〇鳥取市福祉部長寿社会課
　　　　　　　　　　 ＴＥＬ：0857-30-8212　　　ＦＡＸ：0857-20-3906

第１４条 福祉用具専門相談員の禁止行為

1 医療行為
2 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり
3 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受
4 利用者の日常生活の範囲を超えたサービス提供（大掃除、庭掃除など）
5 利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食
6

7 その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為

第１５条 虐待の防止のための取組について
1 虐待防止に関する責任者は、以下の者を選定しています。

第１６条 その他
1 利用者は福祉用具の通常の利用方法等に従って、ご利用、管理していただきますようお願いします。
2

3 事業所は、運営責任者と主任等で常にサービス内容を検討する定期的な会議を行ないます。
4 従業者に対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。
5

6

7

以　　上

事業所は従業者の資質向上を図るため、次のような研修の機会を設けるものとし、また業務体制を
整備します。

この説明書に記載した事項のほか、事業所の運営に関する重要事項は、可能な限り利用者の立場
に立つことを原則に、社会福祉法人鳥取市社会福祉協議会と事業所の管理者との協議に基づい
て定めるものとします。

サービス提供にあたっては、介護保険法並びに厚生労働省令に定められた基準に基づき行うもの
とし、改正に伴う重要事項説明書の一部変更は、その都度速やかに利用者に通知するものとしま
す。

当事業所におきましては第三者による評価の実施は致しておりません。

虐待防止に関する責任者 樽谷　洋祐
2 虐待防止のための指針を整備するとともに、虐待の防止のための対策を行う検討委員会、従業者

に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を定期的に開催しています。

3 虐待等に関する利用者及びその家族からの虐待等に関する相談を対応するとともに、虐待等が明
らかになった場合は速やかに市町村の窓口に通報します。

サービス利用にあたり、利用者は当事業所の相談窓口、または次の機関に苦情等を申し立てる事
ができます。

福祉用具専門相談員はサービスの提供にあたって、次の行為はできません。

身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護するた
め緊急やむを得ない場合を除く）


